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施工計画書作成例 

 

  本資料は、受注者が施工計画書を作成する際、参考として使用することを念頭に作

 成したものである。本資料の使用に際しては個々の設計図書の条件や特記事項を考慮

 し、適宜追加及び修正すると共に関連のない事項は削除されたい。 

  施工計画書は、契約書及び設計図書に指定されている事項について軽微なものを除

 き記載する。 

  また、施工計画書の内容に変更が生じる場合は、事前に変更施工計画書を監督員に

 提出するものである。 

 

○○工事

施 工 計 画 書

平成○年○月

○○建設株式会社

 

 

        （注）用紙の大きさはＡ列４縦とする。 
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   目次 
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 ９．交通管理              ・・・・・・・・・・・・・・・・ ○ 

 10．環境対策                ・・・・・・・・・・・・・・・・ ○ 

 11．現場作業環境の整備       ・・・・・・・・・・・・・・・・ ○ 
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      建設副産物の適正処理方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ○ 
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（以下、目次の順に述べる。） 

 

１．工 事 概 要         

 

  工 事 名                    ○○○○○○○○○工事 

 

  工 事 場 所         

 
  工 期              自 平成  年  月  日 

                至 平成  年  月  日 

 

  請 負 代 金 額         

 

  発   注     者      独立行政法人水資源機構○○建設所 

 

  受 注 者              ○○建設（株）○○支店 

 

  工 事 内 容         

   工事内容には、特記仕様書の工事の概要と工事数量総括表の工種までを記入する。 
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（工事内容の記載例） 

   設   備   名   規  格   数 量    備  考 

扉  体 ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀ １ 門  

    

水門設備 

 

     

操作制御設備 機側操作盤 ○○○型 １ 面  

     

 

施 工 位 置 図 

   縮尺１：50,000又は１：25,000等の図面に施工位置、現場事務所及び資材置場等 

    を記入し添付する。 

 

２．工 程 表         

  工程表は、各種別について作業の始めと終わりがわかるバーチャート又はネットワ 

  ークにより作成する。 

 

(計画工程表の記載例) 

工　事  名    ○○○工事
契約年月日 平成○○年○○月○○日
工　　　期 平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日

　　 項　　目 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月

工種・種別 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20

設計

材料手配

製作

据付

試運転

(注)1．計画工程表は、施工計画書に綴り込むものの他、工程管理用として1部作

　　成し、現場において管理する。
　　2．契約書添付の工程表と整合させる。

備考

工　事  名    ○○○工事
契約年月日 平成○○年○○月○○日
工　　　期 平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日

　　 項　　目 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月 ○月

工種・種別 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20 10　20

設計

材料手配

製作

据付

試運転

(注)1．計画工程表は、施工計画書に綴り込むものの他、工程管理用として1部作

　　成し、現場において管理する。
　　2．契約書添付の工程表と整合させる。

備考

 

 

３．工場及び現場組織表（品質管理組織表を含む） 

    工場組織表は、工場における組織の編成及び命令系統並びに業務分担が分かるよう 

  に記載し、品質管理組織表を別途記載する。 

   現場組織表は、現場における組織の編成及び命令系統並びに業務分担が分かるよう 
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 に記載し、監理技術者、専門技術者、品質証明員を置く工事については、それらを記 

 載する。現場代理人等については、夜間の連絡先を記入する。 

    また、施工体制台帳の提出を義務付けられた工事(別途提出)以外の工事については、 

 施工体系図を記載する。（建設業法で定められた施工体制台帳の提出を義務付けられ 

 た工事は施工体系図を用いてもよいこととする。) 

 

(現場組織記載例) 

現場代理人

氏名

TEL・FAX

監理技術者
又は主任技
術者

氏名

TEL・FAX

品質証明員

機械主任
氏名

電気主任
氏名

事務主任
氏名

出来方管理技術者

品質管理技術者

工程管理技術者

写真管理技術者

安全管理者

氏名

氏名

氏名

氏名

氏名

電気担当者

事務担当者

氏名

氏名

 

 

４．施工要領 

  (1) 製作要領  

      製作工程毎に内容を記載する。 

  (2) 溶接要領 

      工場溶接及び現場溶接毎の溶接管理、溶接方法、溶接条件に則った内容を記載す

る。溶接工名簿を添付する。 

  (3) 塗装要領 

      工場塗装及び現場塗装毎の塗装管理、塗装方法、塗装仕様、塗装検査、塗装条件

に則った内容を記載する。 

  (4) 輸送要領 

      輸送方法、輸送品名、輸送経路、輸送に用いる車両、輸送に伴う安全対策、輸送

日程、輸送会社名、緊急連絡体制の内容を記載する。 

(5) 主要資材 

   工事に使用する指定材料及び主要資材について記載する。 
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(主要資材の記載例) 

品    名 規  格 単位 数量 製造業者 備  考 

コンクリート  ○N/mm2 m3 500 ○○生コン  

異形鉄筋    D○～D○ ｔ 50 ○○製鉄  

                         

 

(6) 据付要領 

  1) 主要工種の作業フロー 

    該当工種における作業フローを記載し、各作業段階における次の事項について記 

     載する。 

    工事箇所の作業環境や工事の安全を十分考慮して、施工順序、施工方法を記載す 

     る。その他、制約条件（施工時期、作業時間、交通規制、自然保護など）、他工事 

     との関係調整、地下埋設物件の対策、用排水の調査、官公庁その他との協議（申請）、 

     騒音振動等に関する配慮、地元への周知方法、苦情に対する措置方法についても必 

     要に応じて記載する。 

  2) 使用機械 

    使用予定機械を記載する。 

   3) 仮設備計画 

     設計図書に指定されている仮設備、仮橋や仮設道路及び工事全体に共通する主要 

   な仮設備がある場合に記載する。 

    また、安全を確認する方法として、応力計算等も可能な限り記載する。 

  4) その他 

    共通仕様書において、監督員の承諾を得て施工するもののうち事前に記載できる 

     もの及び施工計画書に記載することとなっている事項について記載する。 

(7) 確認・検査要領 

       品質管理計画による検査品目の確認・検査を行うための検査事項、検査内容を記 

   載する。 

 

５．施工管理計画 

  設計図書に基づき、施工管理方法について記載する。 

(1) 工程管理 

      ネットワーク、バーチャート等の管理方法を記載する。 

 (2) 出来形管理 

   出来形管理の測定項目を記載する。 

   なお、該当工種がないものはあらかじめ監督員と協議して定める。 
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（出来形管理の記載例） 

品    名 測 定 項 目 測 定 基 準 備        考 

○○○    ○延長 ○○ｍに１箇所  

    

 

(3) 品質管理 

      品質管理の検査項目について該当する項目を記載する。 

 

（品質管理の記載例） 

検 査 項 目 品   名 検査区分 検査内容 備  考 

○○○検査    ○○○ 監督員 寸法、外観検査  

○○○検査    ○○○    検査員 機能検査  

             

  （注） 品質管理で必要のある場合は試験場所等も記入する。 

 

 (4) 写真管理 

   工事写真は「機械設備工事施工管理基準の写真管理」に基づき実施する。 

 (5) 段階確認 

   設計図書で定められた段階確認項目についての計画を記載する。 

 

（段階確認の記載例） 

種  別 細  別 確 認 時 期        施工予定時期 備    考 

○○工   ○○○   施工時      ○月○旬  

     

 

６．安全管理 

  (1) 工場安全管理 

      基本方針、目標、重点項目等を記載して、工場における安全組織の編成表を別途

  記載する。 

 (2) 現場安全管理 

    工事現場における作業員の健康と快適な作業環境を確保・促進するため、工事の 

    安全に留意し、労働災害の防止に努めなければならない。このために安全管理に必 

    要なそれぞれの責任者や組織づくり、安全管理についての活動方針について記載す 

    る。 
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1) 現場安全管理対策 

 ｱ）安全管理組織 

  法律又はこれに基づく政令等に従い、定めなければならないとされている総括 

安全衛生責任者、安全管理者、衛生管理者や作業主任者の氏名について記載し、 

更に定められた規模以上の作業場では、安全委員会の構成、委員の氏名について 

記載する。 

      また、各工種、種別の作業毎に、作業の安全を図る対策について記載するほか、 

    万一の労働災害事故発生時の連絡方法、救急病院その他についても記載する。 

 

（安全委員会の構成例） 

  

（委 員 長）

総括安全衛生責任者
○ ○ ○ ○

（副委員長）

安全管理者
○○○○

衛生管理者
○○○○

火 器 取 扱 責 任 者 ○○○○

電 気 取 扱 責 任 者 ○○○○

車 両 取 扱 責 任 者 ○○○○

機 械 取 扱 責 任 者 ○○○○

火薬類取扱保安責任者 ○○○○

○ ○ 作 業 主 任 ○○○○

○ ○ 作 業 主 任 ○○○○
---------------

etc
 

   （注） 安全委員会を設けない場合、安全管理組織表とする。 

 

   ｲ）火薬や危険物を使用する場合の保管や取扱いについて 

    火薬類取締法等の諸法令を遵守して記載する。 

   ｳ）その他必要事項 

 

 事故発生時の処置 

  

救 急 病 院
TEL ○○ - ○○ - ○○○○

○ ○ 消 防
TEL ○○ - ○○ - ○○○○

○ ○ 警 察
TEL ○○ - ○○ - ○○○○

現 場

機 構 監 督 員
TEL ○○ - ○○ - ○○○○

本 社 ○ ○ 課 長
TEL ○○ - ○○ - ○○○○

○○労 働 基 準 監 督 署
TEL ○○ - ○○ - ○○○○

ただちに連絡
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2）第三者への安全管理対策 

    家屋、商店、鉄道、ガス、電気、電話、水道等などの第三者施設と近接して工事 

   を行う場合の留意すべき安全管理対策について記載する。 

   3）工事安全教育及び訓練についての活動計画 

    安全管理活動の実施計画について参加予定者や開催頻度について記載する。 

    4）関係法令、指針の事項の抜粋や整合 

      ・労働安全衛生法 

      ・土木工事安全施工技術指針 

      ・建設機械施工安全技術指針 

      ・建設工事公衆災害防止対策要領 

5）安全管理組織において、現場パトロールの体制や保安要員 

 

７．指定機械 

  工事に使用する機械で、設計図書で指定されている機械（騒音振動・排出ガス規制

 など）について記載する。 

  特に、設計図書に機械の指定がない場合は、この項を省略できる。 

  通常使用する機械は、４．施工要領の(6)据付要領の2)使用機械で掲載する。 

 

（指定機械の記載例） 

機  械  名 規   格 台数 使用工種 備  考 

ラフタクレーン ○ｔ  ２ 機器搬入  

発電機        ○ｋＶＡ    １  ○電源    

                              

     

 

８．緊急時の体制及び対応 

  大雨、出水、強風等の異常気象時又は地震発生時における作業現場の防災管理体制

 と災害発生時の対策及び緊急時に作業現場内において事故が発生した場合に対する体

 制と対策等について記載する。 

  特に夜間又は休日の連絡方法に配慮する。 
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（災害対策組織等の記載例） 

 大雨、出水、強風等の異常気象で災害発生のおそれのある場合には、下記の組 

織構成で体制に入り、必要に応じ現場内のパトロールを行い警戒にあたる。 

 

 

災害対策部長 

 ○○○○ 

 

 

 

情報連絡係長○○○○係員○○○○情報の収集、各所への連絡 

対 策 係 長      ○○○○係員○○○○巡回、復旧、水防 

庶 務 係 長      ○○○○係員○○○○材料通達、避難誘導 

etc 

災害復旧用資機材 

品     名 規     格 単位 数   量 

ブルドーザ  ○ｔ 台 ○○ 

土のう  袋 ○○ 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 地震予知情報が発令された場合には、直ちに工事を中止し、状況により現場の 

整備を行って避難体制をとる。また、その他天災に対し必要に応じて安全巡視を 

行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い安全を確保する。 

 作業現場内において事故発生又はそのおそれがある場合、作業時間内は直ちに 

体制に入り、現場代理人以下現場構成表の各担当職務に応じて行動します。 

 なお、事故発生時の連絡系統及び夜間又は休日における連絡方法は下図のとお 

りです。 
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(連絡系統図の記載例) 

現場作業所
TEL／FAX

労働基準監督署
TEL

警察署
TEL

消防署
TEL

救急病院
TEL

機構監督員
TEL/FAX

現場代理人
TEL/FAX

本社・支社
TEL/FAX

上水道
TEL

下水道
TEL

電気
TEL

ＮＴＴ
TEL

ガス
TEL

ＪＲ等
TEL

注意１：ＴＥＬは自宅又は携帯電話番号
注意２：昼夜間及び休日についても考慮する

 

 

９．交通管理 

    工事に伴う交通処理及び交通対策について共通仕様第１章第１節１－１－２１(交

 通安全管理)によって記載することになります。 

  資機材運搬に伴う運搬経路の検討、現場内搬入に伴う出入り口部の検討及び第三者 

と現道交通に対する対策について記載する。特に通学路・通勤路を考慮し、次のよう 

な項目の対策計画を記載する。 

 (1) 資機材の運搬経路及び運搬手段 

 (2) 現場内の出入り口位置、構造 
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 (3) 現場周辺の一般交通に対する標識、安全設備などの内容・設置場所 

   現道上の工事で交通規制を伴う場合は、道路管理者・公安委員会との協議事項や

  使用許可条件を遵守し、交通の安全を図る。 

   標識、保安施設等については、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令、 

  道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知 昭和37年８月

  30日付）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局昭和47年２月）に基

  づき設置し、図示する。このとき仮設歩道、仮設橋なども記載する。 

 (4) 交通誘導員の配置計画 

 (5) ダンプトラック等による過積載等の防止対策 

   ダンプトラック等大型自動車による大量の土砂、工事用資材及び機械などの輸送

  を行う工事は、土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別

  措置法（昭和42年８月２日法律第131 号）など法の定めによる。 

 (6) 車両制限令に基づく特車等の許可に関する事項 

   橋桁、基礎杭、矢板、工事用機械などの運搬が車両制限令に定める車両の制限を

  超える場合、道路管理者の許可を得る。 

 

10．環境対策 

  工事現場地域の生活環境の保全と、円滑な工事施工を図る事を目的として、環境保

 全対策関係法令に準拠して、次のような項目の対策計画を記載する。 

 (1) 騒音振動対策 

 (2) 水質汚濁 

 (3) ごみ、ほこりの処理 

 (4) 事業損失防止対策（家屋調査、地下水観測等） 

 (5) その他 

 

11. 現場作業環境の整備  

  現場作業環境の整備に関して、次のような項目の計画を記載する。 

  (1) 仮設関係 

  (2) 安全関係 

  (3) 営繕関係 

  (4) その他 

 

12．再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

  再生資源の利用の促進に関する法律及び共通仕様書第１章第１０節１－１０－３ 

 （建設副産物）等に基づき、次の項目について記載する。 
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 (1) 再生資源利用計画書 

 (2) 再生資源利用促進（計画・実施）書 

 (3) 搬出伝票 

 (4) 産業廃棄物管理票（マニュフェスト等） 

 (5) 建設副産物搬出調書 

 

13．そ の 他 

  その他、埋設文化財包蔵地、重要な事項についても、必要により記載する。 

  (1) 官公庁への手続き（警察、市町村） 

  (2) 地元への周知 

  (3) 休日 

 


